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１ 県民健康・栄養調査事業（健康づくり推進課）

事業費 ３，７８２千円

区 分 内 容

１ 事業目的 本県の健康課題の解決に向け、県民の食生活や生活習慣の

状況を把握するため、国が実施する国民健康・栄養調査（拡

大調査）に調査地区及び調査項目を上乗せした調査を実施す

るほか、子どもと働き盛り世代を対象とした食習慣状況調査

を実施する。
※前回調査 平成２８年度

２ 実施主体 県

３ 事業内容 （１）国民健康･栄養調査の上乗せ調査 ２，０３０千円

①調査地区

・国調査 １０地区

・県上乗せ ２地区

②調査項目

・国調査 身体状況調査、栄養摂取状況調査、生活習

慣調査

・県上乗せ 尿中ナトカリ比調査（測定・アンケート）

③集計・解析

・委託先：国立大学法人 秋田大学

（２）子どもと働き盛り世代を対象とした調査

１，１４４千円

①調査対象

・２５市町村７１小学校の第６学年に在籍している児童

とその保護者 計９，０００人

②調査方法・内容

・アンケート方式による、望ましい食と健康に関する意

識調査及び食品摂取頻度調査

③入力・集計・解析

・委託先：公立大学法人 青森県立保健大学

（３）調査の準備、精度管理 ６０８千円

・非常勤職員による調査票の準備、入力シートの作成及

び調査票の精度管理
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２ 「あきた健康宣言！」推進事業（健康づくり推進課）

事業費 ３１，９１３千円

区 分 内 容

１ 事業目的 「健康寿命日本一」を目指して、県民の健康意識の向上や

健康づくりに取り組みやすい環境を整備し、県民総ぐるみで

健康づくり県民運動を展開する。

２ 実施主体 県、市町村、秋田県健康づくり県民運動推進協議会

３ 事業内容 （１）「あきた健康宣言！」推進事業 １０，７４０千円

県民運動の基本計画である「健康秋田いきいきアクショ

ンプラン」の普及啓発など、健康づくりに取り組みやすい

環境を整備する。

①「あきた健康宣言！」周知事業 ８，３９０千円

・テレビ、ラジオ、新聞等を活用した情報発信

②秋田県健康づくり推進体制整備事業 ２，３５０千円

・健康づくりに関する施策等を調査審議する「あきた健

康長寿政策会議」の開催（年１回）

構成団体 秋田大学、県医師会、県歯科医師会、

商工団体等

・「秋田県健康づくり県民運動推進協議会」総会及び健

康経営部会等の開催

構成団体 経済団体、保健医療団体、民間活動団体、

市町村、企業等

・ウェブサイト、ＳＮＳを活用した協議会会員による健

康づくり情報等の発信

（２）地域健康づくり人材活性化事業 １３，９５２千円

①健康長寿推進員の育成支援 １２，３３８千円

健康意識が高く、主体的に活動する人材の育成に取り

組む市町村に対する支援

・交付金による支援 １８市町村

継続：１５市町村、新規：３市町（終了：４市町）

【交付金の概要】

対象経費 研修会、視察活動等に要する経費

補 助 率 １０／１０

補助金額 人口規模に基づく定額（上限）

補助期間 ３年間

・健康長寿推進員や市町村・県民を対象とした活動事例

発表交流会の開催
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②健康づくり地域マスターの育成 １，６１４千円

地域における県民運動の牽引役となる健康づくり地域

マスターの任命・育成と活用の促進

（任命者数：Ｒ２年１月現在８９名）

・マスターの任命研修のほか、希望者向けに専門知識を

更に深めるための研修を県内各地で開催

・事業所等に講師としてマスターを派遣・紹介

（３）健康経営普及事業 ２５４千円

秋田県版健康経営優良法人認定制度の活用を促進するた

め、ＰＲリーフレット等を作成し、健康経営の普及を図る。

・制度の対象

県内で事業活動を行い、常時１人以上の労働者を雇用

する法人等で公的医療保険の適用事業所

・認定基準

がん検診の受診、受動喫煙防止対策、食生活改善に向

けた普及啓発等、健康秋田いきいきアクションプランの

目標に沿った１０項目

・認定期間等

認定期間 １年間

年２回申請（１２月、６月）、認定（３月、９月）

（４）食からの健康応援事業 ４，８３４千円

栄養関連団体・企業等との連携により、減塩・野菜摂取

など、適切な食生活の普及啓発を図る。

①食と生活改善啓発事業 ５３６千円

地域におけるイベント等での食生活改善の普及啓発

・委託先：秋田県食生活改善推進協議会

②ライフステージ別栄養普及事業 １，１４７千円

ライフステージに応じた食の出前講座の実施や高校生

レシピコンクール入賞レシピの商品化

・委託先：（公社）秋田県栄養士会

③減塩＆野菜を食べよう応援事業 ５３３千円

スーパー等との連携によるキャンペーンの実施

④食の国あきた推進事業 ３７７千円

秋田県食育推進計画の進捗管理

・第３期計画（H28～R2)の検証と第４期計画（R3～R7）

の策定

・「食の国あきた」推進会議及び食育地域ネットワーク

会議の開催

⑤健康な食事・食環境整備事業 １，５７０千円

栄養バランスの良い「健康な食事」メニュー認証制度

の創設による、消費者と事業者を対象とした、望ましい

食事スタイルの普及定着の促進

・認証制度の普及及び利用促進

・全県各地域での味噌汁塩分濃度測定会の実施



- 4 -

⑥栄養・食生活を専門的に普及啓発する人材の確保・育成

６７１千円

栄養・食生活改善に携わる人材の不足や地域偏在を解

消し、地域における取組を推進

・地域において食生活の改善に取り組む人材を対象とす

る食生活改善講座（保健所単位）の開催

・県出身学生を対象とした行政栄養士未配置市町村での

インターンシップの実施（協力：女子栄養大学）

（５）運動による健康づくり推進事業 ３７２千円

冬期間の運動不足解消のための健康づくりウォークラリ

ーを開催する。

・委託先：(株)秋田ふるさと村

（６）健康ポイント導入支援事業 ２４４千円

市町村による健康ポイント制度の導入を促進するため、

講師派遣等の支援を行う。

・市町村担当者会議の開催

・先進事例等に関する講師派遣

（７）「健康な美酒王国」秋田推進事業 ６４１千円

秋田県アルコール健康障害対策推進計画に基づく普及啓

発等の取組を実施する。

・リーフレット等による飲酒のリスクに関する正しい知識

の普及

・有識者会議の開催

・保健指導担当者等研修会の開催

（８）○新令和２年度全国食生活改善大会開催事業
８７６千円

大会開催に伴う負担金

・開 催 日 令和２年９月２・３日

・会 場 秋田キャッスルホテル、秋田市文化会館

・参加人数 １，０００人（予定）

・参 集 者 食生活改善推進員、行政担当者等

・内 容 講演、推進員の事例発表、功労者の表彰
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３ 健（検）診受診率向上総合対策事業（健康づくり推進課）

事業費 １２，０６０千円

区 分 内 容

１ 事業目的 健（検）診受診率の向上を図るため、受診しやすい環境の

整備など、受診促進に向けた総合的な取組を行う。

２ 実施主体 県、市町村、健（検）診機関

３ 事業内容 （１）胃がん検診助成事業 ５，７５１千円

全国と比較し胃がんの死亡率が高いことから、罹患率の

上昇する年齢層を対象に、検診（エックス線・内視鏡）の

自己負担額を無料化又は軽減するための経費を助成する。

・補 助 対 象 市町村

・対 象 年 齢 ５０、５２、５４、５６、５８歳

・補助基準額 ２,０００円

・補 助 率 １０／１０

（２）がん検診受診率向上推進事業 ５，３６７千円

次の４つのがん検診について、罹患率の上昇する年齢層

を対象に、検診の自己負担額を軽減するための経費を助成

する。

・補 助 対 象 市町村

・補 助 率 １／２

・補助基準額等

対象年齢 補助基準額

大 腸 が ん ５０～５４歳 ５００円

肺 が ん ６０～６４歳 ５００円

子宮頸がん ３０～３４歳 １，４００円

乳 が ん ４０～４４歳 １，４００円

・補 助 要 件 コール・リコールによる受診勧奨

（３）がん検診精度管理向上推進事業 １４８千円

より精度の高いがん検診を行うため、がん検診が適切に

行われているかを評価するための手法等に関する研修会を

開催する。

・対 象 市町村、検診機関の職員等

（４）健（検）診受診勧奨事業 ７９４千円

特定健診及びがん検診の受診率向上のため、医療機関を

受診した患者に対し、かかりつけ医が受診勧奨を実施する。

・委託先 （一社）秋田県医師会
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４ 「受動喫煙ゼロ そして禁煙」推進事業（健康づくり推進課）

事業費 １８，３５１千円

区 分 内 容

１ 事業目的 たばこによる健康被害を防止するため、禁煙支援、若い世

代の喫煙防止、受動喫煙防止の３つの観点から総合的なたば

こ対策を行う。

２ 実施主体 県

３ 事業内容 （１）禁煙支援事業 ８８８千円

禁煙の動機付けを促すため、喫煙者とその家族等を対象

に、出前講座、セミナー等を開催する。

（２）若い世代の喫煙防止事業 ６６７千円

若い世代の喫煙防止のため、大学生や新規就職者等を対

象に、勉強会の開催や啓発資材の作成・配布を行う。

（３）受動喫煙防止事業 １６，７９６千円

受動喫煙による健康被害を防止するため、たばこの害に

ついての正しい知識の普及や、受動喫煙を防止する環境を

整備する。

①たばこによる健康被害に関する普及啓発

１，２２３千円

県民等を対象に、世界禁煙デーに合わせたフォーラム

やたばこと健康を考えるセミナー等を開催する。

②望まない受動喫煙を防止する環境整備を推進する普及啓

発 ２，５１４千円

施設管理者（事業者）等を対象に、受動喫煙防止対策

に関する説明会の開催や啓発資材の作成・配布を行う。

③受動喫煙防止対策支援事業費補助金 ２，０００千円

店内禁煙とする飲食店に対し、改装費等を助成する。

・補助対象 壁紙・カーテン等の交換、喫煙所（室）の

撤去等

・対 象 者 従業員のいる既存の小規模飲食店

・補 助 率 ９／１０（上限 １００千円）
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④受動喫煙防止条例の制定に伴う相談対応

１１，０５９千円

○普及啓発・相談対応

健康づくり推進課内に配置した４名の相談対応職員

により、改正法及び条例（令和２年４月１日全面施行）

の内容周知や県民及び事業所等からの相談に対応す

る。

○測定機器の整備

喫煙専用室等が法の基準を満たしているかの相談・

通報等があった際に使用する測定機器を整備する。

・内 訳

風速計 ４台

粉じん計 １台

ＶＯＣ（揮発性有機化合物）モニター １台
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５ がん対策総合推進事業（健康づくり推進課）

事業費 １３０，０３５千円

区 分 内 容

１ 事業内容 がん予防の推進やがん医療の質の向上等を図るため、がん

に関する情報の収集・提供やがん診療機能の強化、がん患者

に対する支援等を行う。

２ 実施主体 県、がん診療連携拠点病院等

３ 事業内容 （１）がん登録推進事業 ８，２３３千円

がん登録推進法に基づき、「全国がん登録」に関する事

務を実施する。

・委託先 （公財）秋田県総合保健事業団

・内 容 医療機関からの届出情報の審査・整理、登録

情報の国への提出や県内市町村・医療機関への

提供等

※全国がん登録

がんと診断されたすべての人のデータを国で一

つにまとめて集計・分析・管理する仕組み

（２）多目的コホート研究事業 ５，８７０千円

国立がん研究センターの委託を受け、生活習慣とがんな

どの病気との関係を明らかにするための疫学調査を実施す

る。

・実施地域 横手市

・内 容 血液試料及び健診データの収集等

（３）がん情報発信事業 ５００千円

県民にがんに関する正しい知識を普及するため、秋田大

学等と連携しフォーラムを開催する。

（４）がん患者医療用補正具助成事業 ８，１８０千円

がん患者の就労や社会参画を支援するため、医療用補正

具の購入費用に助成した市町村に対し補助する。

・補 助 対 象 市町村

・助成限度額 ウィッグ １人当たり１５千円

乳房補正具 １人当たり１０千円
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（５）がん医療従事者育成支援事業 ３，２００千円

がん医療の質の向上を図るため、医療従事者のがん関連

専門資格取得に要する経費に対し補助する。

・補 助 対 象 医療機関

・補助基準額 １人当たり８００千円

・補 助 率 １／２

・対 象 経 費 研修受講料、研修中の代替職員雇用経費

（６）がん診療機能等強化事業 ９３，５００千円

地域がん診療連携拠点病院等のがん診療機能等の強化に

要する経費に対し補助する。

・補助基準額 １病院当たり８，５００千円

・補 助 率 １０／１０（国１／２、県１／２）

・対 象 経 費 医療従事者研修、患者等への相談支援、

普及啓発等

（７）緩和ケア推進事業 ８００千円

県内のがん緩和ケア提供体制の強化を図るため、緩和ケ

アに携わる医療従事者等を対象とした研修会を開催する。

・委託先 秋田県緩和ケア研究会

・内 容 拠点病院の緩和ケア病棟等における実地研修

（８）在宅がん患者緩和ケア推進事業 ２５８千円

在宅がん患者等に対する緩和ケアの提供体制を整備する

ため、地域の医療従事者のスキル向上のための研修会等に

要する経費に対し補助する。

・補 助 対 象 各郡市医師会

・補助基準額 １２９千円／地区

・補 助 率 ２／３

（９）がん患者団体活動支援事業 ５６９千円

がん患者や家族が抱える悩みや不安の解消を図るため、

相談や情報交換の場の提供等に取り組む、がん患者団体に

対し補助する。

・補 助 対 象 秋田県がん患者団体連絡協議会

・補助基準額 定額

・補 助 率 １０／１０

（10）がん対策推進計画進行管理費 ５１４千円

第３期秋田県がん対策推進計画を推進するため、情報収

集等を行う。
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（11）がん患者等就労支援事業 １２０千円

患者・家族・医師・企業を対象としたアンケートにより

がん患者の就労に関するニーズ等を把握し、今後の就労支

援のあり方を検討する。

（12）○新第３期秋田県がん対策推進計画中間評価に係る調
査・解析委託事業 ４，１５１千円

第３期秋田県がん対策推進計画（H30～R5）の中間評価

を行い、必要に応じて計画の見直しを行う。

・委託先 国立大学法人 秋田大学

・内 容 指標の達成状況の検証と目標値の見直し

（13）○新がん患者等の妊よう性温存支援事業
３，９４０千円

がん患者等の妊よう性温存に係る相談ネットワークを構

築するとともに、その治療に要する費用に対し助成する。

①相談ネットワーク構築事業 ５４０千円

②妊よう性温存治療費助成事業 ３，４００千円

・補 助 対 象 ４０歳以下・所得制限あり

・補助基準額 精子３０千円、卵子２００千円、受精

卵２００千円、卵巣組織５００千円

・補 助 率 １０／１０

※ 妊よう性温存治療

がん治療に伴う化学療法や放射線療法で生殖

機能が損なわれる前に、卵子、精子等を凍結保

存し、妊娠の可能性を残す治療のこと。

（14）○新がんゲノム普及啓発事業 ２００千円

県民向けセミナーを開催し、がんゲノム医療に関する正

しい知識の普及啓発を図る。

・委託先 国立大学法人 秋田大学

※がんゲノム医療

がん患者の遺伝子変異を網羅的に調べ、その結

果に基づき、患者それぞれに最適な治療薬を処方

する治療のこと。
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６ 心はればれ県民運動推進事業（保健・疾病対策課）

事業費 ６２，５８８千円

区 分 内 容

１ 事業目的 誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現に向けて、

民学官の一層の連携強化により、自殺予防活動を展開する。

２ 実施主体 県、市町村、秋田大学、民間団体等

３ 事業内容 （１）地域自殺対策強化事業 ５５，１４５千円

①対面型相談支援事業 ３５３千円

・ハローワークにおける心の健康相談支援

開催回数 毎月１回

委 託 先 (一社)日本産業カウンセラー協会東北支部

②電話相談支援事業 ９，９４７千円

・「あきたいのちのケアセンター」による相談支援

③人材養成事業 １，１４８千円

・心はればれゲートキーパー養成講座

委 託 先 秋田ふきのとう県民運動実行委員会

対 象 者 一般県民

・アルコール等依存症対策研修会

対 象 者 行政、医療機関等関係者、民間団体等

④普及啓発事業 １，９０９千円

・ふきのとうホットラインリーフレット等の啓発資料作

成や県政広報紙による相談窓口等の周知、各地域振興

局による街頭キャンペーン等

⑤地域自殺対策強化事業費補助金 ３８，５１７千円

・市町村、大学、民間団体等による自殺予防活動に対す

る支援

市町村（２５市町村） ２３，４０７千円

民間団体等（１５団体等） １５，１１０千円

主な事業内容

相談会の開催、相談窓口の設置、戸別訪問、

サポーター養成研修、交流サロン活動等

⑥地域自殺対策推進センター運営事業 ３，２７１千円

・自殺対策連携推進員の配置による、市町村自殺対策計

画の進捗管理や自殺未遂者等への相談支援
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（２）心の健康づくり推進事業 ３３４千円

健康づくり審議会「心の健康づくり推進分科会」の開催

（３）自殺予防県民運動推進事業 ２，８３８千円

「秋田ふきのとう県民運動実行委員会」の事業活動に対

する補助

対象経費

実行委員会の運営費及び研修会、県民運動大会、

街頭キャンペーン（９月､１２月､３月）等

（４）自殺未遂者支援事業 １，３１８千円

①自殺未遂者支援体制の構築 ８６４千円

自殺未遂者に対する地域の支援体制の構築に向けた関

係者会議及び研修会の開催

対 象 者 医療関係者、消防、行政関係者等

②自殺未遂の救急患者に対する医療・保健の連携体制強化

事業 ４５４千円

自殺未遂により搬送された救急患者の心のケアを図る

ための対応訓練の実施（１回）

委 託 先 国立大学法人 秋田大学

対 象 者 救急救命に従事する医療関係者、消防、行

政関係者等

（５）精神疾患に対する医療等の支援対策強化事業

７４７千円

自殺との関連が深い、うつ病等の精神疾患に関する相談

員や医療関係者の対応力向上を図るための研修会の開催

①精神疾患患者等への相談対応研修事業（１回）

委 託 先 （一社）秋田県医師会

対 象 者 相談機関の相談員、民生・児童委員等

②医療関係者向け精神疾患等対応研修事業（３地区）

委 託 先 （一社）秋田県医師会

対 象 者 医師及び看護師等

（６）子ども・若者のいのちを支える事業 ３９５千円

①ＳＯＳの出し方教育実践事業 ２５９千円

児童生徒が困難やストレスに直面した際の対処方法を

身につけるモデル講座を実施するとともに、指導教材の

普及を図る。

・モデル講座

実 施 校 ９校（県北、中央、県南の各地区３高校）

講座講師 教職員、県保健師等
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②教職員向け自殺予防強化事業 １３６千円

周囲の大人が児童生徒のＳＯＳに気づき、対応できる

ようにするための研修会を開催する。

開催回数 ３回（県北、中央、県南地区で各１回）

委 託 先 秋田・こころのネットワーク

対 象 者 学校教職員、県・市町村担当者等

（７）身体疾患を原因とする自殺の予防対策事業 ２６５千円

身体疾患を抱える患者に接する医療従事者等向けに患

者や家族への対応力の向上のための研修会を開催する。

開催回数 ３回（県北、中央、県南地区で各１回）

対 象 者 医師、看護師、その他医療従事者、県・市

町村担当者等

（８）心はればれゲートキーパーによる企業のメンタルヘルス

対策事業 １８８千円

職場におけるメンタルヘルス対策の推進のため、企業

向けの心はればれゲートキーパー養成講座を開催する。

開催回数 １回

対 象 者 経営者、従業員等

（９）検索連動型広告を利用した相談支援事業

６９３千円

パソコンやスマートフォンなどから自殺に関連した用

語を検索したとき、ふきのとうホットライン等に誘導す

る広告を画面に表示し、相談に繋がる者を増やす。

実施期間 ４か月（自殺者の多発する月、学校の長期

休み明けの月等で延べ４か月）

対 象 者 県内から「死にたい」「消えたい」「自殺＿

方法」など自殺関連用語の検索を行った者

（10）高齢者自殺予防対策事業 ６６５千円

①高齢者訪問の強化 ２９６千円

高齢者の相談窓口等を記載したグッズを製作して、民

生児童委員協議会や老人クラブに支給し、高齢者の訪問

を強化する。

・グッズ（マグネット）作成数 ３万個

・支給先 民生児童委員協議会、老人クラブ等

②老人クラブ等向けゲートキーパー養成講座

３６９千円

日頃、高齢者を訪問している老人クラブ会員や民生児

童委員等を対象とし、高齢者特有の心理や健康状態等に

ついて学ぶゲートキーパー養成講座を実施する。

・開催回数 ９回

・対 象 者 老人クラブ会員、民生児童委員等
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７ 妊娠・出産への健康づくり支援事業（保健・疾病対策課）

事業費 １０７，１６６千円

区 分 内 容

１ 事業目的 安心して妊娠・出産ができる環境づくりに向けて、総合的

な支援を行う。

２ 実施主体 県、市町村

３ 事業内容 （１）母体健康増進支援事業 ５，９１４千円

①妊婦歯科健康診査事業

妊婦の健康の保持増進及びその経済的負担の軽減を図

るため、妊婦歯科健康診査に要する経費の一部を助成す

る。

・実 施 主 体 市町村

・対 象 回 数 １回

・補助基準額 ４，０００円

・補 助 率 １／２

②HTLV-1(ヒトＴ細胞白血病ウイルス)母子感染普及啓発

HTLV-1の母子感染の予防のため、リーフレットを作成

し、妊婦や保健従事者等への正しい知識の普及啓発を行

う。

（２）幸せはこぶコウノトリ（不妊治療総合支援）事業

９７，２５７千円

①不妊治療に要する治療費の助成 ９３，６１９千円

・健康保険適用外である「特定不妊治療」に係る治療費

の一部を助成する。

・対 象 者 ４３歳未満（妻）及び配偶者（夫）

夫婦合算所得７３０万円未満

※事実婚夫婦も対象とする。

住民票の続柄に夫（未届）、妻（未届）の記載がある

場合のみ対象

※「特定不妊治療」とは、「体外受精」及び「顕微授精」をいう。

※「男性不妊治療」は、特定不妊治療の一環として精巣から精子

を採取するための手術を行った場合に助成。
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【参考（スキーム図）】

②不妊専門相談センターの運営等 ３，６３８千円

不妊治療に関する情報を提供するとともに、医師、看

護師、助産師及び心理士が相談に応じる。

・委 託 先 国立大学法人 秋田大学

・相談体制 電話・面接・メール

（３）難聴児補聴器購入費助成事業 ９４１千円

身体障害者手帳の交付対象とならない中軽度の聴覚障害

児の補聴器購入及び修理に要する経費の一部を助成する。

・実施主体 市町村

・対 象 者 中軽度の難聴児

（聴力レベル３０ｄＢ以上７０ｄＢ未満）

・補 助 率 １／３

■初めて助成を受ける際の治療開始時の妻の年齢が４０歳未満の場合

（通算９回まで補助）

（県単独） （県単独）

（県単独）

（国庫補助） （国庫補助）

（国庫補助） （国庫補助）

県7.5万円県15万円

男性不妊治療 国15万円 国7.5万円
県単15万円

初回 ２回目～６回目

特定不妊治療
国15万円 国7.5万円 県単5万円

（額の上乗せ）

県単20万円
（回数の上乗せ）県15万円 県7.5万円

７回目～９回目

■初めて助成を受ける際の治療開始時の妻の年齢が４０～４２歳の場合

（通算３回まで補助）

初回 ２回目～３回目

特定不妊治療
国15万円 国7.5万円 県単5万円

（額の上乗せ）県15万円 県7.5万円

男性不妊治療 国15万円 国7.5万円

県15万円 県7.5万円

（県単独）（国庫補助） （国庫補助）

（国庫補助） （国庫補助）
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（４）女性の健康支援事業 ５８５千円

女性健康支援センターにおいて、女性特有の健康課題に

関する情報を提供するとともに、医師、看護師、助産師及

び心理士が相談に応じる。

・委 託 先 国立大学法人 秋田大学

・相談体制 電話・メール

（５）産みたい・働きたい応援事業 ３３４千円

不妊治療を希望する方が安心して働くことができるよう

企業に対して不妊治療への理解を深めるリーフレットを作

成し配布するほか、企業向けセミナーを開催する。

（６）○新妊娠・出産包括支援推進事業 ２，１３５千円

①母子保健コーディネーター研修 ７４２千円

市町村が設置する子育て世代包括支援センターにおい

て中心的な役割を果たす母子保健コーディネーターを育

成する。

・委託先 日本赤十字秋田看護大学

②母子保健連絡調整会議 １１８千円

保健所において母子保健の地域の課題について市町村

と情報交換、事例検討及び研修を行う。

③プレパパスクール推進事業 １，２７５千円

父親が積極的に子育てに関わり、母親の産後うつや家

族の孤立・虐待を予防する講座等を開催する。

・内容 企業向けプレパパ・プレママ講座

地域拠点ごとの両親学級・父親学級

父親同士のネットワークづくり支援 等
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８ 新興感染症対策事業（保健・疾病対策課）

事業費 ９０，３４２千円

区 分 内 容

１ 事業目的 エボラ出血熱、ペスト等の一類感染症、また新型インフル

エンザを含めた新興感染症の患者発生時において迅速かつ確

実に対応するため、最新知識の取得や訓練を通じて保健所職

員の対応能力の向上を図るとともに、第一種感染症指定医療

機関の維持及び抗インフルエンザウイルス薬や感染症防護衣

（ＰＰＥ）等、必要な医療資機材の配備等体制を強化する。

２ 実施主体 県

３ 事業内容 （１）対策推進事業等 １，９８５千円

①発生動向調査事業 １８千円

・補助対象 未知なる感染症疑い患者について報告の

あった疑似症定点医療機関への謝金

・対象経費 謝金（医療機関あたり月１千円）

②対策推進事業 １，９６７千円

・補助対象 新型インフルエンザ等対策のための体制

を整備

・対象経費 新興感染症部会や新型インフルエンザ地

域連絡会議にかかる謝金等、最新知識習

得のための研修会参加旅費

（２）感染防御対策事業 ３，６６２千円

新型インフルエンザ等新興感染症に対応するために保

健所職員が着用する感染症防護衣の整備

（３）一類感染症対策事業 １２，５２６千円

・補助対象 エボラ出血熱等の一類感染症の受入体制

の整備

・対象経費 第一種感染症指定医療機関である秋田大

学医学部附属病院の運営費補助、一類感

染症対策に係る研修参加費

・補 助 率 運営費補助 国１／２、県１／２

（４）抗インフルエンザウイルス薬備蓄事業

７２，１６９千円

・抗インフルエンザウイルス薬の備蓄に係る購入費

・期限切れ備蓄薬の廃棄費（委託）

・保管庫のエアコン点検費（委託）
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９ 肝炎治療特別促進事業（保健・疾病対策課）

事業費 １３３，０５６千円

区 分 内 容

１ 事業目的 県内におけるウイルス性肝炎患者の減少を図るため、肝疾

患診療体制や検査体制の整備、Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎の

治療に要する医療費の助成、普及啓発など、肝炎対策を総合

的に実施する。

２ 実施主体 県

３ 事業内容 （１）肝炎治療特別促進事業 １２０，４９７千円

①肝炎治療特別促進事業 １１２，９１１千円

Ｂ型・Ｃ型肝炎患者の肝炎治療に係る医療費を助成す

る。

・対象医療 Ｂ型・Ｃ型肝炎に対するインターフェロン

治療及び核酸アナログ製剤治療、Ｃ型肝炎

に対するインターフェロンフリー治療

・助 成 額 自己負担限度額（月額）を超える額

・自己負担限度額（月額） 原 則：１万円

上位所得階層：２万円

上位所得階層＝住民税課税年額が23万5千円以上の世帯

②普及啓発事業 １３４千円

ウイルス性肝炎に関する正しい知識や医療費助成制

度、無料ウイルス検査等の普及啓発を行う。

③肝炎治療コーディネーター養成講習会 ２０３千円

肝炎ウイルス検査未受診者への受診勧奨や、肝炎ウイ

ルス感染者等への相談・支援を行うなど、適正な医療へ

導く人材育成のための講習会を開催する。

④肝疾患診療地域連携体制強化事業 ７，２４９千円

拠点病院を中心に地域連携を強化し、質の高い肝炎医

療の提供体制を確立するための経費。

・委託先 秋田大学医学部附属病院、市立秋田総合病院

（２）ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業

６，４３０千円

①陽性者フォローアップ事業 １２０千円

フォローアップに同意した陽性者に対し、医療機関の

受診状況の確認及び未受診の場合の勧奨を行う。
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②肝炎ウイルス検査事業 ４，４２２千円

医療機関及び出張型における無料肝炎ウイルス検査を

実施する。

・対 象 者 県民（秋田市以外）

・委 託 先 秋田県医師会、秋田県総合保健事業団

③検査費用助成 １，８８８千円

フォローアップに同意した陽性者に対し、検査費用を

助成する。

○初回精密検査

・対 象 者 １年以内に所定の肝炎ウイルス検査で陽

性と判定された者

・補助対象 検査費用（自己負担分）

○定期検査（年２回まで）

・対 象 者 肝炎ウイルスの感染を原因とする慢性肝

炎、肝硬変及び肝がん患者

・補助対象 検査費用（自己負担分）

※住民税非課税世帯は無料

※住民税 235千円未満世帯は一定額

（慢性肝炎：2千円/回）

（肝硬変、肝がん：3千円/回）

（３）肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

６，１２９千円

Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスを起因とする肝がん・重度肝硬

変患者の入院医療費について、自己負担額が高額療養費の

基準を超えた月が過去12月で３月以上ある場合に４月目以

降にかかる入院医療費に対する助成を行う。

・補助対象 世帯年収約370万円未満

(治療研究に同意した者)

・助 成 額 自己負担限度額（月額）を超える額

・自己負担限度額（月額）１万円
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10 難病等医療提供体制推進事業（保健・疾病対策課）

事業費 ６，９３０千円

区 分 内 容

１ 事業目的 難病やアレルギー疾患について、患者が早期の診断や適切

な医療を受けられる環境をつくるため、それぞれの拠点病院

を中心とした医療提供体制を整備・推進していく。

２ 実施主体 県

３ 事業内容 （１）難病医療提供体制推進事業 ６,７２１千円

難病診療連携拠点病院に県内外の難病医療ネットワーク

との連携・調整等を行う難病診療連携コーディネーターを

配置し、患者や医療機関からの相談等に対応するほか、人

材育成を行う。

・委 託 先 秋田大学医学部附属病院

・主な内容 難病診療連携コーディネーターの配置、難

病診療ネットワーク構築、医療相談、在宅

難病患者支援、医療従事者・就労支援関係

者等研修 等

（参考）難病診療連携拠点病院等の状況

○難病診療連携拠点病院

秋田大学医学部附属病院 R1.10.1指定

○難病診療分野別拠点病院（神経・筋疾患分野）

秋田赤十字病院 R1.10.1指定

国立病院機構あきた病院 R1.10.1指定

○難病医療協力病院

県内１７病院 R1.12.1指定

（２）アレルギー疾患医療提供体制整備事業 ２０９千円

アレルギー疾患医療拠点病院の選定に向け、アレルギー

疾患医療を担う医療機関等の関係者から構成される協議会

を設置・開催する。

・関係診療科 内科、小児科、皮膚科、眼科、

耳鼻咽喉科


